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6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE

国　税／5月分源泉所得税の納付 
 6月10日
国　税／所得税の予定納税額の通知 
 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告（法

人税・消費税等） 6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告 
 6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消

費税等の中間申告（年3回の
場合） 6月30日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届（市町村役
場に提出） 　6月30日

　法人設立時に必要な「法人設立届出書」、「給与支払事務所等の
開設・移転・廃止届出書」の提出など、複数の行政機関への各種
手続をマイナポータルでのオンラインサービスで一度に行えるシ
ステム。2月からは設立登記などにも対応し、全ての手続きに拡
大されています。

編 集 発 行

TOUGH SHOP 広島
代理店 株式会社ハンズ
〒730-0051
広島市中区大手町3丁目7－2
TEL. 0 8 2（ 5 4 4 ）6 3 1 1
FAX． 0 8 2（ 5 4 4 ）6 3 1 2



6 月号─2

　
政
府
の
成
長
戦
略
会
議
（
以
下
、

会
議
）
は
昨
年
十
二
月
、
政
府
の
骨

太
方
針
に
基
づ
き
、「
新
た
な
日
常
」

の
早
期
実
現
に
向
け
た
施
策
項
目
に

つ
い
て
、
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
を
見

据
え
た
中
間
と
り
ま
と
め
「
実
行
計

画
」を
公
表
し
ま
し
た
。

　
そ
の
テ
ー
マ
の
一
つ
に
、
中
小
企

業
政
策
（
改
革
）
が
盛
り
込
ま
れ
て

い
ま
す
。

　
会
議
で
は
、
足
腰
の
強
い
中
小
企

業
の
構
築
の
た
め
の
議
論
の
場
で
、

メ
ン
バ
ー
で
あ
る
元
金
融
ア
ナ
リ
ス

ト
の
デ
ー
ビ
ッ
ト
・
ア
ト
キ
ン
ソ
ン

氏
が
、
中
小
企
業
の
再
編
促
進
な
ど

に
よ
り
、
現
在
の
中
小
企
業
の
生
産

性
を
上
げ
る
必
要
が
あ
る
と
の
意
見

を
行
っ
た
の
に
対
し
て
、
中
小
企
業

の
淘
汰
に
つ
な
が
る
こ
と
を
懸
念
し

た
日
本
商
工
会
議
所（
以
下
、
日
商
）

の
三
村
明
夫
会
頭
の
意
見
が
出
さ
れ

る
な
ど
に
よ
り
、
会
議
が
注
目
さ
れ

ま
し
た
。

　
今
回
は
、
会
議
に
お
け
る
両
者
の

主
張
を
中
小
企
業
の
生
産
性
に
的
を

絞
っ
て
見
て
い
き
ま
す
。

一

　ア
ト
キ
ン
ソ
ン
氏
の
主
張

　
ア
ト
キ
ン
ソ
ン
氏
の
主
張
は
、
日

本
経
済
の
生
産
性
が
低
い
の
は
、
中

小
企
業
の
生
産
性
の
低
迷
が
長
期
に

わ
た
る
こ
と
か
ら
企
業
規
模
の
拡
大

が
必
要
と
い
う
も
の
で
、
そ
れ
に
よ

り
日
本
の
生
産
性
は
改
善
し
て
、
日

本
は
豊
か
に
な
れ
る
と
し
て
い
ま
す
。

　
そ
の
理
由
と
し
て
、

・
　
そ
も
そ
も
国
に
よ
っ
て
生
産
性

が
異
な
る
最
大
の
原
因
は
、
そ
れ

ぞ
れ
の
国
で
ど
の
規
模
の
企
業
に

労
働
者
を
分
配
し
て
い
る
か
の
違

い
に
よ
る

・
　
あ
る
デ
ー
タ
に
よ
る
と
、
日
本

企
業
の
平
均
規
模
は
ア
メ
リ
カ
の

四
五
・
三
％
に
す
ぎ
ず
、
日
本
の

生
産
性
が
低
い
原
因
は
小
さ
い
企

業
が
多
い

・
　
経
営
者
の
質
が
生
産
性
を
左
右

し
て
い
る
。
そ
こ
で
中
小
企
業
の

整
理
淘
汰
を
す
る
と
社
長
に
な
る

た
め
の
競
争
が
激
化
し
、
よ
り
高

い
能
力
の
経
営
者
が
生
き
残
り
、

能
力
の
高
い
経
営
者
の
い
る
企
業

に
減
り
ゆ
く
労
働
者
を
集
約
で
き

る
を
あ
げ
て
い
ま
す
。

　
簡
単
に
言
え
ば
、「
規
模
の
経
済

が
働
く
な
ら
ば
、
生
産
性
を
高
め
る

こ
と
が
で
き
る
」と
い
う
も
の
で
す
。

そ
し
て
、
ア
ト
キ
ン
ソ
ン
氏
は
、
日

本
の
中
小
企
業
経
営
者
は
「
経
験
と

勘
と
努
力
」
で
経
営
し
て
お
り
、
こ

れ
が
規
模
の
大
き
な
企
業
に
な
れ
な

い
原
因
と
も
分
析
し
て
い
ま
す
。

二

　三
村
日
商
会
頭
の
主
張

　
一
方
、
ア
ト
キ
ン
ソ
ン
氏
の
「
日

本
企
業
の
生
産
性
ま
た
労
働
生
産
性

が
低
い
の
は
企
業
規
模
が
小
さ
い
か

ら
」
の
主
張
に
対
し
て
、
三
村
日
商

会
頭
は
資
料
（
図
1
及
び
図
2
）
を

用
い
て
、
規
模
の
問
題
で
は
な
い
と

反
論
し
て
い
ま
す
。

　
三
村
会
頭
は
、
企
業
の
付
加
価
値

を
基
に
し
て
、
付
加
価
値
の
要
因
の

一
つ
で
あ
る
労
働
生
産
性
は
高
い
の

か
、
低
い
の
か
を
論
じ
て
い
ま
す
の

で
、
ま
ず
付
加
価
値
と
労
働
生
産
性

と
は
何
か
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。

　
通
常
、
企
業
の

労
働
生
産
性
が
高

い
の
か
、
低
い
の

か
を
捉
え
る
に

は
、
下
の
算
式
で

計
算
し
ま
す
。

　
そ
し
て
、
労
働

生
産
性
を
改
善
し

よ
う
と
す
れ
ば
、

付
加
価
値
を
増
や

す
か
、
労
働
者
数

を
削
減
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
別

の
言
い
方
で
は
、

付
加
価
値
を
増
や

す
に
は
売
上
を
増
や
す
か
、
コ
ス
ト

を
下
げ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

　
こ
こ
で
補
足
を
入
れ
る
こ
と
に
し

ま
す
（
ご
存
じ
の
方
は
、
飛
ば
し
て

い
た
だ
い
て
結
構
で
す
）。

中
小
企
業
の

 
生
産
性
を
高
め
る
に
は

〜
足
腰
の
強
い
中
小
企
業
の

 

構
築
に
向
け
て
〜

労働生産性 ＝
付加価値
労働者数

付 加 価 値 ＝ 売 上 高 － 生産コスト
（人件費・物件費等）



3─6月号

〈
補
足
〉
生
産
性
を
付
加
価
値

で
捉
え
る
こ
と
の
意
味
は
、

生
産
品
数
の
多
い
企
業
は
物

的
労
働
生
産
性
等
で
は
把
握

す
る
の
が
困
難
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
貨
幣
表
現
で
あ
る
付

加
価
値
を
用
い
て
い
ま
す
。

簡
便
化
の
た
め
に
採
用
し
て

い
る
基
準
と
大
ま
か
に
理
解

し
て
く
だ
さ
い
。

　
　し
た
が
っ
て
、
貨
幣
表
現

で
あ
る
付
加
価
値
労
働
生
産

性
を
用
い
て
の
説
明
と
い
う

こ
と
で
す
。

　
さ
て
、
本
論
の
三
村
会
頭
の
説
明

を
み
て
み
ま
し
ょ
う
。

①
　
中
小
企
業
の
生
産
性
は
長
ら
く

横
ば
い
傾
向
で
、
近
年
、
大
企
業

と
の
格
差
は
徐
々
に
拡
大
傾
向
に

あ
る
　

②
　
中
小
企
業
の
実
質
労
働
生
産
性

の
伸
び
率
は
、
総
じ
て
年
率
三
〜

五
％
程
度
で
大
企
業
と
遜
色
の
な

い
水
準
。
し
か
し
、
一
九
九
五
〜

九
九
年
度
以
降
、
価
格
転
嫁
力
指

標
の
伸
び
率
が
一
貫
し
て
マ
イ
ナ

ス
の
た
め
、
中
小
企
業
の
生
産
性

の
見
た
目
の
伸
び
率
は
一
％
程
度

に
低
迷

　
前
記
の
説
明
は
、
図
1
及
び
図
2

に
よ
り
明
白
で
す
。
こ
の
う
ち
、
図

1
に
つ
い
て
少
し
説
明
し
ま
す
。

　
一
九
七
五
年
か
ら
一
九
七
九
年
度

に
お
け
る
一
人
当
た
り
の
名
目
付
加

価
値
額
は
五
・
四
％
で
し
た
（
折
れ

線
グ
ラ
フ
上
）。
仮
に
概
数
と
し
て

価
格
転
嫁
力
を
▲
一
・
三
％
、
実
質

労
働
生
産
性
は
六
・
七
％
と
し
ま
す

と
、
五
・
四
％
（
六
・
七
％

－

一
・
三

％
）と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
三
村
会
頭
の
中
小
企
業
擁
護
論
は

②
に
如
実
に
表
れ
て
い
ま
す
。

　
一
九
九
五
年
か
ら
一
九
九
九
年
度

以
降
の
中
小
企
業
の
売
上
高
低
迷
の

原
因
は
、
大
企
業
が
デ
フ
レ
や
新
興

国
企
業
の
勃
興
に
よ
る
国
際
競
争
力

の
低
下
な
ど
に
よ
り
需
要
（
＝
売
上

高
）
減
少
に
直
面
し
た
際
、
付
加
価

値
向
上
に
よ
り
真
の
生
産
性
改
善
で

は
な
く
、
人
件
費
削
減（
雇
用
削
減
）

や
下
請
け
企
業
に
よ
る
納
入
価
格
の

切
り
下
げ
な
ど
に
よ
っ
て
生
産
コ
ス

ト
を
引
き
下
げ
、
少
な
い
売
り
上
げ

で
も
利
益
を
出
す
仕
組
み
を
構
築
し

た
こ
と
で
は
な
い
か
、
と
み
て
い
る

こ
と
で
す
。
さ
ら
に
言
い
ま
す
と
、

中
小
企
業
の
生
産
性
を
高
め
る
た
め

に
個
々
が
努
力
す
る
こ
と
は
当
然
で

す
が
、
自
社
の
経
営
努
力
だ
け
で
は

解
決
で
き
な
い
取
引
環
境
、
競
争
環

境
の
問
題
が
あ
る
と
い
う
指
摘
で
す
。

　
中
小
企
業
庁
は
近
年
、
特
に
取
引

適
正
化
を
重
視
し
て
い
ま
す
が
、
ポ

ス
ト
コ
ロ
ナ
で
の
中
小
企
業
重
視
の

政
策
こ
そ
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　一人当たり名目付加価値上昇率とその変動要因
　〈図１〉

（中小製造業）

　〈図２〉
（大企業製造業）

出典「中小企業白書2020」



6 月号─4

　
令
和
三
年
度
税
制
改
正
で
は
、
法

人
役
員
以
外
の
従
業
員
に
支
給
す
る

退
職
金
に
つ
い
て
の
課
税
方
法
の
見

直
し
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
退
職
金
に
つ
い
て
は
、
税
務
上
、

留
意
す
る
点
も
少
な
く
な
い
の
で
、

役
員
や
従
業
員
な
ど
の
受
給
側
と
支

給
す
る
会
社
側
に
分
け
て
以
下
、
ポ

イ
ン
ト
を
整
理
し
て
み
ま
す
。

Ⅰ
　
受
給
す
る
側  

１
　
納
税
手
続
き

　
退
職
所
得
は
、
原
則
と
し
て
他
の

所
得
と
分
離
し
て
所
得
税
額
を
計
算

し
ま
す
。

　
退
職
金
の
支
払
い
を
受
け
る
と
き

ま
で
に
、「
退
職
所
得
の
受
給
に
関

す
る
申
告
書
」
を
退
職
金
の
支
払
い

者（
会
社
）に
提
出
し
て
い
る
場
合
は
、

源
泉
徴
収
だ
け
で
課
税
関
係
が
終
了

（
分
離
課
税
）
し
ま
す
の
で
、
原
則
、

確
定
申
告
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
一
方
、「
退
職
所
得
の
受
給
に
関

す
る
申
告
書
」
を
提
出
し
な
か
っ
た

場
合
は
、
退
職
金
等
の
支
払
金
額
の

二
〇
・
四
二
％
の
所
得
税
及
び
復
興

特
別
所
得
税
額
が
源
泉
徴
収
さ
れ
ま

す
が
、
受
給
者
本
人
が
確
定
申
告
を

行
う
こ
と
で
精
算
さ
れ
ま
す
。。

２
　
税
額
の
計
算
方
法

　
税
額
計
算
の
基
と
な
る
退
職
金

（
課
税
退
職
所
得
金
額
）
は
勤
続
年

数
な
ど
に
よ
り
異
な
り
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
次
の
⑴
〜
⑶
の
区

分
に
応
じ
て
求
め
た
課
税
退
職
所
得

金
額
を
図
表
1
に
当
て
は
め
て
計
算

し
ま
す
。

⑴
　
一
般
退
職
手
当
等

　
次
の
⑵
又
は
⑶
に
該
当
し
な
い
一

般
の
退
職
所
得
の
金
額
は
、
原
則
と

し
て
収
入
金
額
（
源
泉
徴
収
さ
れ
る

前
の
金
額
）
か
ら
退
職
所
得
控
除
額

（
図
表
2
）
を
差
し
引
い
て
二
分
の

一
を
掛
け
た
も
の（
二
分
の
一
課
税
）

と
な
り
ま
す
。

⑵
　
特
定
役
員
退
職
手
当
等

　
法
人
役
員
等
の
退
職
金
に
つ
い
て

は
、
役
員
等
と
し
て
の
勤
続
年
数
が

五
年
以
下
の
者
（
特
定
役
員
等
）
が
、

そ
の
役
員
等
の
勤
続
年
数
に
対
応
す

る
退
職
手
当
等
と
し
て
支
払
を
受
け

る
も
の
（
特
定
役
員
退
職
手
当
等
）

に
つ
い
て
は
、
二
分
の
一
課
税
が
適

用
さ
れ
ま
せ
ん
。

　
こ
こ
で
の
役
員
等
と
は
、
①
法
人

の
取
締
役
、
執
行
役
、
会
計
参
与
、

監
査
役
、
理
事
、
監
事
、
清
算
人
や

法
人
の
経
営
に
従
事
し
て
い
る
一
定

の
者
、
②
国
会
議
員
や
地
方
公
共
団

体
の
議
会
の
議
員
、
③
国
家
公
務
員

や
地
方
公
務
員
を
い
い
ま
す
。

　
課
税
退
職
所
得
金
額
は
、
次
の
よ

う
に
計
算
し
ま
す
。

退
職
金
の
税
務

図表１　退職所得の源泉徴収税額の速算表

課税退職所得金額A 所得税率
B 控除額C 税額＝（A×B－C）×102.1％

195万円以下 05% 0円（A×5％）×102.1％

1,195万円超1,330万円以下 10% 97,500円（A×10％－97,500円）×102.1％

1,330万円超1,695万円以下 20% 427,500円（A×20％－427,500円）×102.1％

1,695万円超1,900万円以下 23% 636,000円（A×23％－636,000円）×102.1％

1,900万円超1,800万円以下 33% 1,536,000円（A×33％－1,536,000円）×102.1％

1,800万円超4,000万円以下 40% 2,796,000円（A×40％－2,796,000円）×102.1％

4,000万円超 45% 4,796,000円（A×45％－4,796,000円）×102.1％

図表２

退職所得控除額の計算方法
①　通常の退職の場合
　　勤続年数が20年以下
　　　‥‥‥‥‥‥ 40万円×勤続年数（最低80万円）
　　勤続年数が20年超
　　　‥‥‥ 800万円＋70万円×（勤続年数－20年）
②　障がい者になったことに直接起因して退職した場合
　　①によって計算した金額＋100万円
※ 　前年以前に退職金を受け取ったことがあるとき又
は同一年中に2か所以上から退職金を受け取るとき
などは、控除額の計算が異なることがあります。
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◆
特
定
役
員
退
職
手
当
等
の
み
の
場

合
　
　
特
定
役
員
退
職
手
当
等
の
収
入

金
額

－

退
職
所
得
控
除
額

◆
特
定
役
員
退
職
手
当
等
と
一
般
退

職
手
当
等
の
両
方
が
あ
る
場
合

　
　
次
の
①
と
②
の
合
計
額

①
　
特
定
役
員
退
職
手
当
等
の
収

入
金
額

－

特
定
役
員
退
職
所
得

控
除
額

②
　｛
一
般
退
職
手
当
等
の
収
入

金
額

－

（
退
職
所
得
控
除
額

－

特
定
役
員
退
職
所
得
控
除

額
）｝×
二
分
の
一

※
　
特
定
役
員
退
職
所
得
控
除
額

は
、
次
の
算
式
で
求
め
ま
す
。

・
特
定
役
員
退
職
手
当
等
に
係
る

勤
続
期
間
と
一
般
退
職
手
当
等

に
係
る
勤
続
期
間
の
重
複
が
な

い
場
合

　
　
四
〇
万
円
×
特
定
役
員
等
勤

続
年
数

・
期
間
の
重
複
が
あ
る
場
合

　
　
四
〇
万
円
×
（
特
定
役
員
等

勤
続
年
数

－
重
複
勤
続
年
数
）

＋
二
〇
万
円
×
重
複
勤
続
年
数

⑶
　
法
人
役
員
等
以
外
の
短
期
退
職

手
当
等

　
令
和
三
年
度
税
制
改
正
で
は
、
退

職
給
付
の
実
態
を
踏
ま
え
、
勤
続
年

数
が
五
年
以
下
で
特
定
役
員
退
職
手

当
等
に
該
当
し
な
い
も
の
（
短
期
退

職
手
当
等
）
に
係
る
退
職
所
得
の
計

算
に
つ
い
て
、
短
期
退
職
手
当
等
の

収
入
金
額
か
ら
退
職
所
得
控
除
額
を

差
し
引
い
た
残
額
の
う
ち
、
一
定
額

を
超
え
る
部
分
は
二
分
の
一
課
税
が

適
用
さ
れ
な
く
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
改
正
は
、
令
和
四
年
分
所
得

税
（
令
和
五
年
度
分
住
民
税
）
か
ら

実
施
さ
れ
、
具
体
的
に
は
、
短
期
退

職
手
当
等
に
係
る
退
職
所
得
の
金
額

に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
の

区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め

る
金
額
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①
　
短
期
退
職
手
当
等
の
収
入
金
額

か
ら
退
職
所
得
控
除
額
を
控
除
し

た
残
額
が
三
〇
〇
万
円
以
下
で
あ

る
場
合
は
、
そ
の
残
額
の
二
分
の

一
に
相
当
す
る
金
額
と
な
り
ま

す
。

②
　
前
記
①
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の

場
合
は
、
一
五
〇
万
円
と
そ
の
短

期
退
職
手
当
等
の
収
入
金
額
か
ら

三
〇
〇
万
円
に
退
職
所
得
控
除
額

を
加
算
し
た
金
額
を
控
除
し
た
残

額
と
の
合
計
額
と
な
り
ま
す
。

３
　
解
雇
予
告
手
当

　
労
働
基
準
法
で
は
、
使
用
者
は
、

労
働
者
を
解
雇
す
る
場
合
、
少
な
く

と
も
解
雇
三
〇
日
前
に
予
告
が
必
要

で
、
予
告
し
な
い
場
合
は
三
〇
日
分

以
上
の
平
均
賃
金
を
支
払
う
こ
と
と

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
解
雇
予
告
手
当
に
つ
い
て

は
、
退
職
所
得
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

４
　
死
亡
退
職
金

　
死
亡
退
職
者
の
遺
族
が
受
け
る
退

職
手
当
等
で
被
相
続
人
の
死
亡
後
三

年
以
内
に
支
払
い
が
確
定
し
た
も
の

は
、
相
続
財
産
と
み
な
さ
れ
、
相
続

税
の
課
税
対
象
と
な
る
こ
と
か
ら
、

所
得
税
は
非
課
税
と
な
り
ま
す
。

Ⅱ
　
支
給
す
る
側  

１
　
役
員
の
場
合

　
法
人
税
法
に
お
い
て
は
過
大
な
役

員
退
職
金
は
損
金
不
算
入
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

２
　
使
用
人
の
場
合

　
使
用
人
へ
の
退
職
金
は
原
則
、
損

金
の
額
に
算
入
さ
れ
ま
す
が
、
特
殊

関
係
使
用
人
に
対
す
る
退
職
金
の
う

ち
、
過
大
な
部
分
に
つ
い
て
は
損
金

に
算
入
で
き
ま
せ
ん
。

　
特
殊
関
係
使
用
人
と
は
、
次
に
掲

げ
る
者
を
い
い
ま
す
。

①
　
役
員
の
親
族

②
　
役
員
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同

様
の
関
係
に
あ
る
者

③
　
①
及
び
②
以
外
の
者
で
役
員
か

ら
生
計
の
支
援
を
受
け
て
い
る
者

④
　
②
及
び
③
の
者
と
生
計
を
一
に

す
る
こ
れ
ら
の
者
の
親
族

　
こ
れ
は
、
同
族
会
社
の
恣
意
的
な

所
得
分
散
を
防
ぐ
目
的
を
持
っ
て
い

ま
す
。
役
員
へ
の
退
職
金
に
つ
い
て

は
損
金
算
入
に
制
限
を
設
け
て
お

り
、
使
用
人
に
対
す
る
退
職
金
を
全

て
損
金
算
入
に
し
て
し
ま
う
と
、
本

来
役
員
に
対
し
て
支
給
す
べ
き
退
職

金
を
、
使
用
人
で
あ
る
役
員
の
親
族

等
に
過
大
に
退
職
給
与
と
し
て
支
給

す
る
な
ど
し
て
所
得
の
分
散
を
図
っ

た
り
、
法
人
税
を
節
税
す
る
こ
と
も

可
能
と
な
る
の
で
、
法
人
税
で
は
特

殊
関
係
使
用
人
に
対
し
て
、
こ
の
よ

う
な
取
り
扱
い
と
し
て
い
ま
す
。

３
　
適
正
額
の
判
断
基
準

　
役
員
や
使
用
人
に
対
す
る
退
職
金

の
適
正
額
の
判
断
基
準
と
し
て
は
、

そ
の
会
社
の
業
務
に
従
事
し
た
期

間
、
退
職
の
事
情
、
そ
の
会
社
と
同

業
種
・
同
規
模
の
会
社
の
退
職
金
の

支
給
状
況
に
照
ら
し
て
相
当
か
ど
う

か
で
判
断
さ
れ
ま
す
。

　
な
お
、
役
員
退
職
金
適
正
額
の
算

出
基
準
と
し
て
は
、
功
績
倍
率
法
や

一
年
当
た
り
平
均
額
法
な
ど
が
あ
り

ま
す
。
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労
働
者
を
雇
い
入
れ
た
と
き
は
、

労
働
基
準
法
や
労
働
安
全
衛
生
法
そ

の
他
の
法
令
に
定
め
ら
れ
た
ル
ー
ル

に
基
づ
い
て
就
業
さ
せ
、
そ
れ
に
対

す
る
賃
金
を
支
払
う
こ
と
に
な
り
ま

す
が
、
雇
い
入
れ
る
前
の
募
集
・
採

用
活
動
に
お
い
て
も
職
業
安
定
法
そ

の
他
の
法
令
を
踏
ま
え
た
上
で
行
う

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
今
回
は
、
採
用
活
動
に
お
け
る
留

意
点
と
し
て
、
令
和
二
年
二
月
に
施

行
さ
れ
た
募
集
・
採
用
時
の
年
齢
制

限
の
例
外
（
三
五
歳
以
上
五
五
歳
未

満
の
い
わ
ゆ
る
就
職
氷
河
期
世
代
を

対
象
）、
同
年
三
月
に
施
行
さ
れ
た

一
定
の
求
人
者
か
ら
の
求
人
不
受

理
、
同
年
四
月
に
施
行
さ
れ
た
募
集

時
の
明
示
事
項
追
加
（
受
動
喫
煙
防

止
措
置
の
状
況
）、
令
和
三
年
四
月

に
施
行
さ
れ
た
職
業
安
定
法
に
基
づ

く
指
針
の
改
正
（
職
業
紹
介
事
業
者

が
「
お
祝
い
金
」
な
ど
の
名
目
で
の

金
銭
提
供
す
る
こ
と
を
禁
止
）
に
関

し
て
、
ご
説
明
し
ま
す
。

一

　採
用
・
選
考
時
の
ル
ー
ル

　
採
用
・
選
考
時
は
、
差
別
禁
止
な

ど
の
一
定
の
ル
ー
ル
が
設
け
ら
れ
て

い
る
た
め
、
そ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
採

用
活
動
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

㈠
　
年
齢
制
限
の
禁
止

　
事
業
主
は
労
働
者
の
募
集
及
び
採

用
に
つ
い
て
、
年
齢
に
か
か
わ
り
な

く
均
等
な
機
会
を
与
え
な
け
れ
ば
な

ら
ず
、
原
則
と
し
て
、
年
齢
制
限
を

し
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

　
た
だ
し
、
い
く
つ
か
の
例
外
も
設

け
ら
れ
、
そ
の
う
ち
の
一
つ
に
、「
就

職
氷
河
期
世
代
の
募
集
や
採
用
」
が

あ
り
ま
す
。

　
こ
れ
は
就
職
氷
河
期
世
代
の
不
安

定
就
労
者
・
無
業
者
に
限
定
し
た
募

集
・
採
用
で
あ
っ
て
、
期
限
を
決
め

な
い
労
働
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
、
職
業
に
就
い
た
経
験

が
あ
る
こ
と
を
求
人
の
条
件
に
し
な

い
場
合
に
限
り
認
め
ら
れ
る
も
の
で

す
。

　
就
職
氷
河
期
世
代
を
対
象
と
す
る

求
人
に
つ
い
て
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

へ
の
求
人
申
込
み
に
加
え
て
、
直
接

募
集
や
求
人
広
告
、
民
間
職
業
紹
介

事
業
者
へ
の
求
人
申
込
み
等
の
方
法

を
併
用
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い

ま
す
（
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま

で
）。

㈡
　
性
別
に
よ
る
差
別
の
禁
止

　
労
働
者
の
募
集
・
採
用
に
お
い
て

性
別
に
か
か
わ
り
な
く
均
等
な
機
会

を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　
性
別
に
よ
る
差
別
は
、
募
集
・
採

用
の
対
象
か
ら
男
女
の
い
ず
れ
か
を

排
除
す
る
こ
と
や
、
募
集
・
採
用
の

要
件
を
男
女
で
異
な
る
も
の
と
す
る

こ
と
な
ど
が
該
当
し
ま
す
。

　
ま
た
、
業
務
上
の
必
要
性
な
ど
、

合
理
的
な
理
由
が
な
い
場
合
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
募
集
・
採
用
に
お
い
て

労
働
者
の
身
長
・
体
重
・
体
力
を
要

件
と
す
る
こ
と
や
転
居
を
伴
う
転
勤

に
応
じ
る
こ
と
を
要
件
と
す
る
こ
と

も
、
男
女
い
ず
れ
か
一
方
に
相
当
程

度
の
不
利
益
を
与
え
る
こ
と
と
な
る

（
間
接
差
別
と
い
い
ま
す
）
た
め
、

禁
止
さ
れ
て
い
ま
す
。

㈢
　
公
正
な
採
用
選
考

　
就
職
の
機
会
均
等
を
確
保
す
る
た

め
に
、
応
募
者
の
基
本
的
人
権
を
尊

重
し
た
公
正
な
採
用
選
考
に
つ
い
て

の
配
慮
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
家
族
状
況
や
生
活

環
境
と
い
っ
た
、
応
募
者
の
適
性
・

能
力
と
は
関
係
な
い
事
柄
で
採
否
を

決
定
し
な
い
こ
と
な
ど
が
該
当
し
ま

す
。

　
そ
の
た
め
、
応
募
者
の
適
性
・
能

力
に
関
係
の
な
い
事
柄
に
つ
い
て
、

応
募
用
紙
に
記
入
さ
せ
た
り
、
面
接

で
質
問
す
る
こ
と
な
ど
に
よ
っ
て
把

握
し
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
が
重
要

で
す
。

㈣
　
障
害
者
へ
の
差
別
禁
止
と
合
理

的
配
慮
の
提
供

　
事
業
主
は
労
働
者
の
募
集
及
び
採

用
に
お
い
て
、
障
害
者
で
あ
る
こ
と

を
理
由
に
差
別
す
る
こ
と
が
禁
止
さ

れ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
障
害
者
か
ら
必
要
な
配
慮

人
事
担
当
者
が
覚
え
て
お
き
た
い

「
採
用
活
動
時
の
留
意
点
」
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の
申
出
等
を
受
け
た
場
合
は
、
合
理

的
な
配
慮
の
提
供
が
義
務
付
け
ら
れ

て
い
ま
す
。

　
例
を
あ
げ
る
と
、
問
題
用
紙
を
点

訳
・
音
訳
す
る
こ
と
・
試
験
な
ど
で

拡
大
読
書
器
を
利
用
で
き
る
よ
う
に

す
る
こ
と
・
試
験
の
回
答
時
間
を
延

長
す
る
こ
と
・
回
答
方
法
を
工
夫
す

る
こ
と
な
ど
が
あ
た
り
ま
す
。

二

　労
働
条
件
の
明
示

㈠
　
明
示
事
項

　
労
働
者
の
募
集
や
求
人
申
込
み
の

際
に
、
少
な
く
と
も
次
の
事
項
を
書

面
の
交
付
に
よ
っ
て
明
示
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
た
だ
し
、
求
職
者
等
が
希
望
す
る

場
合
に
は
、
電
子
メ
ー
ル
等
に
よ
る

こ
と
も
可
能
で
す
。

①
　
業
務
内
容

②
　
契
約
期
間

③
　
試
用
期
間
の
有
無
お
よ
び
内
容

④
　
就
業
場
所

⑤
　
労
働
時
間（
注
１
）

⑥
　
休
憩
時
間

⑦
　
休
日

⑧
　
時
間
外
労
働

⑨
　
賃
金（
注
２
）

⑩
　
社
会
、
労
働
保
険
の
加
入
状
況

⑪
　
募
集
主
、
求
人
者
の
氏
名
ま
た

は
名
称

⑫
　
派
遣
労
働
者
と
し
て
雇
用
す
る

場
合
は
そ
の
旨

⑬
　
受
動
喫
煙
防
止
措
置
の
状
況

（
注
１
）　
裁
量
労
働
制
が
適
用

さ
れ
る
場
合
は
そ
の
旨
を
明
示

す
べ
き
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　
例
え
ば
、「
専
門
業
務
型
裁

量
労
働
制
に
よ
り
、
出
退
勤
の

時
間
は
自
由
で
あ
り
、
八
時
間

働
い
た
も
の
と
み
な
さ
れ
ま

す
。」な
ど
。

（
注
２
）　
時
間
外
労
働
の
有
無

に
関
わ
ら
ず
、
一
定
の
手
当
を

支
給
す
る
制
度（
い
わ
ゆ
る「
固

定
残
業
代
」）
を
採
用
す
る
場

合
は
、次
の
記
載
が
必
要
で
す
。

・
　
計
算
方
法
（
固
定
残
業
代

の
算
定
の
基
礎
と
し
て
設
定

す
る
労
働
時
間
数
（
固
定
残

業
時
間
）
及
び
金
額
を
明
ら

か
に
す
る
も
の
に
限
る
。）

・
　
固
定
残
業
代
を
除
外
し
た

基
本
給
の
額

・
　
固
定
残
業
時
間
を
超
え
る

時
間
外
労
働
、
休
日
労
働
及

び
深
夜
労
働
分
に
つ
い
て
の

割
増
賃
金
を
追
加
で
支
払
う

こ
と
。

㈡
　
明
示
時
期

　
原
則
と
し
て
、
求
職
者
と
最
初
に

接
触
す
る
時
点
ま
で
に
、
労
働
条
件

の
明
示
を
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
た
だ
し
、
記
載
欄
が
足
り
な
い
等

の
や
む
を
得
な
い
理
由
が
あ
れ
ば
、

労
働
条
件
の
一
部
を
別
途
明
示
す
る

こ
と
も
可
能
で
す
。

　
な
お
、
明
示
し
た
内
容
の
変
更
・

追
加
・
削
除
な
ど
が
あ
る
と
き
は
、

変
更
内
容
の
明
示
が
必
要
で
す
。

　
変
更
の
明
示
は
、
次
の
①
の
方
法

が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

②
の
方
法
に
よ
り
明
示
す
る
こ
と
も

可
能
で
す
。

①
　
当
初
の
明
示
と
変
更
さ
れ
た
後

の
内
容
を
対
照
で
き
る
書
面
を
交

付
す
る
方
法

②
　
労
働
条
件
通
知
書
に
お
い
て
、

変
更
さ
れ
た
事
項
に
下
線
を
引
い

た
り
着
色
し
た
り
す
る
方
法
や
、

脚
注
を
付
け
る
方
法

三

　職
業
紹
介
事
業
者
に

　
　
　
　
　
　関
す
る
改
正

㈠
　
お
祝
い
金
等
の
禁
止

　
従
来
、
職
業
紹
介
事
業
者
が
、
自

ら
紹
介
し
た
就
職
者
に
対
し
転
職
し

た
ら
お
祝
い
金
を
提
供
す
る
な
ど
と

持
ち
か
け
て
転
職
を
勧
奨
し
、
繰
り

返
し
手
数
料
収
入
を
得
よ
う
と
す
る

事
例
が
あ
り
ま
し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
行
為
は
労
働
市
場
に

お
け
る
需
給
調
整
機
能
を
歪
め
、
労

働
者
の
雇
用
の
安
定
を
阻
害
す
る
も

の
で
あ
る
た
め
、
令
和
三
年
四
月
か

ら
、「
お
祝
い
金
」
そ
の
他
こ
れ
に

類
す
る
名
目
で
、
求
職
者
に
社
会
通

念
上
相
当
と
認
め
ら
れ
る
程
度
を
超

え
て
金
銭
な
ど
を
提
供
す
る
こ
と
に

よ
り
求
職
の
申
し
込
み
の
勧
奨
を
行

う
こ
と
が
禁
止
さ
れ
ま
し
た
。

㈡
　
求
人
の
不
受
理

　
職
業
紹
介
事
業
者
は
、
原
則
と
し

て
す
べ
て
の
求
人
を
受
理
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

内
容
が
法
令
に
違
反
す
る
求
人
な
ど

受
理
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
も
の
が

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
令
和
二
年
三
月
以
降
は
、
一
定
の

労
働
関
係
法
令
違
反
（
例
：
一
年
間

に
二
回
以
上
、
同
一
の
対
象
条
項
違

反
に
よ
り
是
正
指
導
を
受
け
た
等
）

の
求
人
者
に
よ
る
求
人
や
暴
力
団
員

な
ど
に
よ
る
求
人
に
つ
い
て
も
受
理

し
な
い
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
ま
し

た
。



6 月号─8

　社長は、「即断即決」でなければいけない、
と良くいわれています。
　経営コンサルタントの甲さんは、以前、
このような話を聞きました。
　関東一円で展開しているスーパーA社は、
新規出店の候補地を探す営業開発部に6名
の社員がいます。開発部員は1～2カ月間
単位で候補地を多い時は10カ所位、少な
い時でも3～4カ所に目を付け、A社長に
報告します。
　その後、A社長と開発部員は2台の乗用
車に分乗し、候補地を巡回します。そのと
き、A社長は「ここはダメだ、ここもだな。
よし、ここは出店しろ」といった具合に次々
と出店場所を決めていくとのこと。
　経済情勢が減速・停滞期での即断即決は、
はたして妥当でしょうか。
　甲さんは、「そもそも即断即決は経営者
にとって必要な能力なのかまでさかのぼる

と…。必要な能力ではあるが、常に即断即
決である必要はない」、「スピードを上げる
ところと、スローで行くべきところを見極
める能力の方が重要である」と考えます。
　つまり、即断即決が必要な経営問題と、
即断即決ではなく熟慮をしなければならな
い経営課題の区分の見極めが必要であると
いうことです。
　即断即決を必要とする問題は、①急な資
金ショート、②クレームの処理、③突発的
に発生した事故、④進めてきた商談のクロ
ージングの時期、⑤従業員の病気にあたっ
ての入院等の措置、等々。
　一方、熟慮が必要な問題とは、①経営計
画の策定、②人事に関する全般的事項、③
新たな設備投資、④安定した金融機関の資
金調達、⑤新規事業への進出等々。
　即断即決で臨むことへの注意や熟慮をし
すぎて手当が遅れてしまうこともあります。
社長は、事柄に応じた適切な判断が必要と
なります。

即断即決

　先般、大手広告業・D社や大手旅行業・
J社の本社ビル（社有ビル）の売却がマスコ
ミに大きく報じられ、この不動産売却は、
時代の背景を投影していると、注目されま
した。
　社有不動産の売却は「前向きの売却」と
「後ろ向きの売却」とで意味合いが違ってき
ます。
　前向きの売却には、例えば、「今後の在
宅ワークの増加傾向を見越して新事務所に
移転するための充当資金」とか、「事業所
の統廃合を行い、売却によるキャッシュフ
ローを高める」等があります。
　これに対し、「資金繰りが厳しくなった
ために換金を目的に売却」や「赤字決算で
不動産の含み益が必要になっての売却」な
どは、後ろ向きの処分です。
　取引先の社有不動産の売却については、
「いつ、どこに、いくらで、そして売却の
目的は何か」等の情報を集め、自社の今後
の経営に備えておきたいものです。

社有不動産の売却
　コ
ロ
ナ
禍
で
の
会
社
存
続
に
は
、

社
員
の
協
力
が
不
可
欠
で
す
。
そ
し

て
、
い
ざ
と
い
う
こ
の
時
期
こ
そ
、

社
員
へ
の
「
人
の
教
育
」
が
で
き
て

い
る
か
否
か
が
試
さ
れ
て
い
ま
す
。

　飲
食
業
・
K
社（
従
業
員
一
五
名
、

ア
ル
バ
イ
ト
三
八
名
）の
A
社
長
は
、

こ
う
言
い
ま
す
。

「
企
業
に
は
、
三
つ
の
タ
イ
プ
の
人

が
い
ま
す
。
す
な
わ
ち
、自
燃
人（
自

分
で
燃
え
る
人
）、
可
燃
人
（
火
を

つ
け
る
と
燃
え
る
人
）、不
燃
人
（
な

か
な
か
燃
え
な
い
人
）
で
す
。
大
手

企
業
は
、そ
の
比
率
が
「
二
：
六
：
二
」

で
、
う
ち
は
「
〇
：
二
：
八
」
で
し

た
。
現
状
の
八
割
の
不
燃
人
を
ど
う

に
か
し
て
可
燃
人
、
自
燃
人
に
す
る

し
か
な
か
っ
た
の
で
す
」

　そ
も
そ
も
、
自
分
自
身
に
問
題
が

あ
る
と
思
っ
て
い
な
い
一
人
一
人

に
、
社
長
も
学
び
な
が
ら
対
応
（
気

づ
か
せ
）
を
し
て
き
た
そ
う
で
す
。

　K
社
で
は
、
一
人
の
退
職
者
も
出

し
て
い
ま
せ
ん
。

社
員
教
育

発行


